
【新】
未来につなげる「信濃の国」
県歌制定50周年事業費

広報県民課 H30予算

移住・交流推進事業費

*移住相談件数：7,952件（2016年度）→8,544件（2018年度）

*週末信州人等登録者数（累計）：13人（2016年度）→250人（2018年度）

*都市農村交流人口：624,909人（2016年度）→647,000人（2018年度）

地域振興課
楽園信州・移住推進室 H30予算

【新】
台湾テレビ番組を活用した
信州の魅力発信事業費

情報政策課 H30予算 6,000 H29当初 0

台湾からの本県来訪者を持続的に確保するため、県内CATVと台湾テレビ局
の共同制作番組を通じて、信州と台湾の魅力を相互に発信します。

*台湾からの延宿泊者数：307,580人（2016年）→増加（2018年）

（地方創生推進交付金活用事業）

移住者や二地域居住者を増やし地域の活力を創出するため、田舎暮らし「楽
園信州」推進協議会加入団体との連携により、大都市圏での魅力発信、県内
の移住者等受入れ体制の充実に向けた取組を実施するとともに、都市農村交
流を促進し、地域の活性化を図ります。

　　　　・田舎暮らし「楽園信州」推進協議会と連携した移住セミナー等の開催
　　　　・ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センターとの連携
　　　　・産業を支えるＵ・Ｉターン人材を戦略的に確保する相談会等の開催
（拡）　・地域の魅力、資源の発掘と体験プログラムの実施

*移住者数：2,084人（2016年度）→2,600人（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

55,697 H29当初 65,786

3,697 H29当初 0

50年・100年後も、「信濃の国」を長野県民の心の故郷としていくため、県歌制
定50周年を契機に「信濃の国」を見つめ直し、現在の長野県に投影すること
で、長野県の素晴らしさを再発見し、県民としての誇りを再認識する各種事業
を、県民等との協働により展開します。

　・特設ホームページの開設
　・「わたしの”信濃の国”」写真・動画・エピソードの募集・表彰
　・キック･オフ･セレモニーの開催

*県歌「信濃の国」を歌える人の割合：79.4％(2015年度)→向上(2018年度)

企画振興部

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県有民営による幹線バス路
線確保対策事業費

交通政策課 H30予算

利用者にやさしい駅舎の整
備事業補助金

交通政策課 H30予算

信州まつもと空港利活用・
国際化推進事業費

交通政策課
松本空港利活用・国際化推進室 H30予算

地域振興局事業費

地域振興課 H30予算 951,022 H29当初 950,970

6,333 H29当初 20,000

地域の強みや特性を最大限に活かした地域活性化を図るため、地域の多様
な主体による自主的・主体的な取組を支援するとともに、地域振興局長がリー
ダーシップを発揮して、現地機関が一丸となった施策に取り組みます。

　・地域発元気づくり支援金を交付し、地域の元気を生み出す取組を支援
　・地域振興推進費を活用した地域課題の解決のための事業の実施

*支援金を新たに活用した団体数：1,392(2017年度)→増加(2018年度)
*事業評価が「期待どおり」以上となった推進費活用事業の割合：75％(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

信州まつもと空港の発展・国際化を推進するため、施設・設備の機能強化や
広報宣伝活動、旅行商品造成支援等の充実により、国内路線の拡充や国際
チャーター便の就航を促進します。

　・信州まつもと空港利用促進協議会等負担金
　・空港の施設修繕、保守管理

*信州まつもと空港利用者数：124千人（2016年度）→135千人（2018年度）
*国内定期便利用率：64.7％（2016年度）→70.0％（2018年度）
*国際チャーター便就航件数：0便（2016年度）→30便（2018年度）

301,987 H29当初 276,421

幹線バス路線の基盤強化を図るため、県がバスを所有し事業者が運行する
「県有民営」の手法により、バス事業者を支援します。

　・購入車両　3台

*低床バス導入率（地域間幹線バス運行事業者）：82.1％(2018年度)

視覚障がい者の転落防止のため、鉄道駅のホームに「内方線付き点状ブロッ
ク」を整備し、福祉のまちづくりを前進させます。

　・補助対象：1日当たり乗降客数1万人以上の駅
　・補 助 率：1/6以内　1駅あたり上限500万円

*内方線付き点状ブロック設置駅：3駅（2017年度)　→　5駅（2018年度）

81,900 H29当初 76,000
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

市町村の広域連携推進
事業費

市町村課 H30予算

スマート県庁構築事業費

情報政策課 H30予算 15,663 H29当初 8,141

業務の効率化や県民サービスの向上を図るため、ICTを活用して「しごと改革」
を推進します。

　　　・タブレット型端末、モバイルパソコンの活用
　　　・サテライトオフィス、在宅勤務の実施
　　　・テレビ会議の実施
　　　・ペーパーレス会議の実施
　　　・県庁及び合庁の県民ホール等の無料公衆無線ＬＡＮの運用
（新）・RPA（ロボットによる業務の自動化）やAI（人工知能）を活用可能な業務
        の調査、実証・開発

*ペーパーレス会議実施回数：233回（2016年度）→402回(2018年度)

広域で連携した地域づくりを促進するため、広域連携に対する国の支援制度
が適用されない地域において、市町村が取り組む連携事業に対して助成しま
す。

　・対象地域：大北地域　５市町村、木曽地域　６町村
　・補 助 率：1/2以内

*圏域全体の活性化に取り組む圏域数：８圏域(2016年度)→９圏域(2018年度)

34,020 H29当初 15,000

3



北京冬季オリンピック・パラリ
ンピック交流強化事業費

国際課 H30予算

県民文化会館・ウィーン楽
友会館姉妹提携事業費

文化政策課 H30予算

文化施設大規模改修等事
業費

文化政策課 H30予算

信濃美術館整備事業費

文化政策課
H30予算

2,832,355 H29当初 616,373

2021年度の開館に向けて、「信濃美術館整備基本構想」に基づき、信濃美術
館（本館）の整備を進めるとともに、2019年度のリニューアルオープンに向けた
東山魁夷館の設備改修等を行います。

　　　・信濃美術館本館改築の実施設計、除却工事
　　　・県民参加による美術館づくりのためのフォーラム等の開催
　　　・信濃美術館整備委員会の開催
　　　・東山魁夷館の改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

1,459,847 H29当初 239,796

優れた文化芸術の鑑賞機会や発表の場を広く県民に提供するため、県立文
化施設の大規模修繕やバリアフリー化等の改修を行い、利用者が安全・快適
に文化芸術に親しむことができる環境を整備します。

　　　・ホクト文化ホールの吊り天井脱落対策、舞台音響設備の更新等の
　　　 大規模修繕及びトイレ洋式化による機能向上
　　　・伊那文化会館のトイレ洋式化、エレベーター新設による機能向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

ホクト文化ホールの開館35周年及びウィーン楽友協会との姉妹提携35周年を
記念した演奏会やセミナーを開催するなど、世界最高レベルのクラシック音楽
に触れる機会を提供し、音楽文化の向上と裾野の拡大を図ります。

(新) ・ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団演奏会(姉妹提携35周年記念事業)
　　　・中南信高校選抜オーケストラへの指導と演奏会　等

（一部　文化振興基金活用事業）

36,600 H29当初 6,600

4,778 H29当初 0

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県民文化部

北京冬季オリンピック・パラリンピックが開催される中国との友好交流や経済交
流を促進するため、冬季スポーツを中心とした青少年の交流事業を実施しま
す。

　　　・長野県と中国とのジュニア選手の交流事業
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

ながの出会い応援プロジェ
クト事業費

次世代サポート課 H30予算

官民協働の子どもの居場所
「信州こどもカフェ」推進事
業費

こども・家庭課 H30予算

学習支援、食事提供、悩み相談等を行う“一場所多役”の子どもの居場所「信
州こどもカフェ」の普及拡大を図るため、その核となる地域プラットフォームの
コーディネーター及びこどもカフェ運営の中心となる人材の発掘・育成を支援
します。

*コーディネーター等人材育成研修会参加者数：延べ500人（2018年度）

4,100 H29当初 5,774

18,594 H29当初 24,706

未婚者の増加や晩婚化の進行が少子化の主な要因であるとの認識のもと、出
会いの機会を拡大するため、「長野県婚活支援センター」を拠点として、市町
村や企業等と連携して結婚を希望する方を応援します。

　　　・お見合い支援レベルアップ研修
　　　・婚活サポーターの認定・活動支援
（拡）・企業向けセミナー及び企業・異業種間交流の実施
（新）・大学生のライフプラン形成支援

*県と市町村等の結婚支援事業による婚姻件数：233組(2016年度)→272組(2018年度)
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